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琉球大学における「日本復帰」への道程
大浜　郁子

はじめに

　「琉球大学は急速に伸びて大変立派な大学になりました。しかし、この大学はあくま

で封建主義、天皇崇拝、軍国主義の温床である文部省によってあやつられている、いわ

ば御用大学であります。この御用大学に対抗し得る有力な大学の建設が沖縄にとっては

不可欠のものだと思います。私はそういう強力な私
わたくしりつ

立の大学の出現を望んで止みません。

私自身老骨に鞭うってそうした大学の誕生には微力を提供したいと思っております。琉

球大学の益々の発展を私は希望しますが、たゞ植民地大学には転落しないでください」

（1989 年 12 月 8 日の琉球大学における講演記録より）。これは、沖縄出身移民としてハ

ワイで「沖縄救済更生会」1 を組織し、沖縄の「戦後」復興の一環として、高等教育機関で

ある大学の設置を働きかけた湧川清栄（1908‒1991）の言葉である。湧川は、琉球大学の

創立にあたって、尽力した人物として知られる。彼をして、ここまで言わしめたものは

何なのか。このことを問い続ける必要があることを確認しておきたい。

　既存の研究では、琉球大学の「始まり」に重点が置かれてきた。しかし、米軍統治下

で誕生し、「布令大学」あるいは、「植民地大学」などと呼ばれた琉球大学は、その「始ま

り」から現在に至るまで、国内の他大学が経験し得ない紆余曲折を経て、2010 年 60 周年

を迎えた。紆余曲折の最たるものは、「日本復帰」2 に伴う琉球政府立大学から国立大学へ

の移管であろう。沖縄における「日本復帰」運動については、あらゆる角度からの研究蓄

積があるが、琉球大学における「日本復帰」については、（「日本復帰」の総括同様、琉球

大学における「日本復帰」の総括もまた「未完」というべきではあるが）主に、米軍統治

下での民主化の要求や、島ぐるみ闘争に関連した大学への援助の打ち切りと再開をめぐ

る学生運動への大学当局の弾圧（琉大事件）を論じたものなどはあるが、研究の蓄積は十

分とはいい難い。

　よって本研究では、当時、琉球政府立大学であった琉球大学がどのように国立大学へ

移管したのかという大学の内部の組織編制などに焦点をあてて論じたい。具体的には、

1	 同会は、「沖縄の救済は先ず教育より」として、会の二大事業として、給費留学生の養成と沖縄大学
（仮称）の創立を提唱した（1947 年 8 月 11 日付『布哇タイムス』）。

2	 沖縄の施政権返還を「復帰」と表現することをめぐっては、今後の課題として、歴史的に「祖国復帰」
や「本土復帰」という言葉が用いられてきたことを検討した上で、歴史的評価を行う必要がある。本稿

では、2012 年 40 周年を迎えた沖縄の地元メディアなどを通じて、新たに表現される「復帰」（沖縄以外

の他都道府県を「祖国」や「本土」と表現し、それらを冠した「復帰」ではなく）、「日本復帰」と表現さ

れることが多いことに着目し、且つ 1972 年の時点で沖縄は、「日本」という国家へ「復帰」したという

意味で、さしあたり「日本復帰」と表現することにする。
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沖縄の「日本復帰」に際して、「琉球大学の基本構想」などにみられる大学の諸規定を分

析対象とすることで当時大学当局が抱えていた課題を明確にし、それらの課題は、実際

に、国立大学への移管によってどのような変容がみられたのか、あるいは、どのよう

に「植民地大学の遺産」が継承されたのかを明らかにしたいと考えている。こうした作業

の前提として、本稿では、琉球大学の国立移管の前史を概観しつつ、課題を明確にして

いきたい。その意味では、本稿は研究の経過報告と位置づけられるが、本稿で試みる琉

球大学における「日本復帰」についての考察は、2012 年「復帰」40 周年を迎えた沖縄に

とって、これから将来にわたって、沖縄における「日本復帰」運動を総括するという大き

な課題へとつながるものと考える。

1	 琉球大学の創立とその背景
	 ─「布令大学」或いは「植民地大学」と呼ばれた時代

　1945 年 6 月 23 日 3 をもって、沖縄戦における組織的な戦闘は終了したといわれている

が、実際には、この日を境に守備軍が崩壊したことにより、多くの民間人を巻き添えに

した沖縄戦の悲惨な状況が深刻化したことは多くの戦争証言記録が語っている。また、

沖縄にとっては「戦後」というものはいまだに経験していないという向きもある 4。歴史的

事実に即していえば、沖縄現地で降伏調印がなされたのは 1945 年 9 月 7 日である。これ

以降、1972 年 5 月 15 日の「日本復帰」に至るまでの約 27 年間、沖縄は米軍統治下に置

かれた。

　沖縄の軍政は、1945 年に一時期米海軍の太平洋軍司令部の管轄にあったが、翌年 7 月

以降は、米陸軍の管轄下に置かれた。その最高責任者は、米太平洋陸軍（USAPAC）司令

部とその後身である極東軍（FEC）司令部である。沖縄現地で軍政を実施したのは、琉球

軍司令部（Ryukyus Command）だが、この司令部は太平洋陸軍司令部もしくは極東軍司

令部の指揮下にあった。1947 年 2 月に極東軍総司令部（GHQ/FECOM）が設置され、当

初、沖縄は、フィリピン・琉球軍司令部の下に置かれたが、翌年 5 月、マッカーサー総

司令部琉球局の管轄下に置かれた 5。

　民間人を巻き込んで、米軍側の記録に「ありったけの地獄を集めた」と記された地上戦

を経験して疲弊し切った沖縄を救済しようといち早く立ち上がったのは、在外沖縄出身

者たちであった。特にハワイ在住の沖縄出身者たちは、前述した湧川らを中心に沖縄救

済更生会を組織して、救援物資を届ける活動を行うと共に、1947 年には「沖縄の再建復

3	 沖縄守備軍の司令官が「自決」した日とされる（異説あり）。この日は、現在も沖縄では「慰霊の日」と
定められている。沖縄戦の終結日をめぐっては様々な議論がある。代表的なものとしては、沖縄現地で

正式な降伏調印がなされた 9月 7日を沖縄戦の終結日とみなすことが妥当であるという主張があり、ま

た、アメリカ側の記録では同日を終結日としていることをその根拠としている（『沖縄大百科事典』上

巻、沖縄タイムス社、1983 年）。
4	 代表的なものとして、目取真俊『沖縄「戦後」ゼロ年』（日本放送出版協会 、2005 年）。
5	 日本の占領は連合国軍総司令部（GHQ/SCAP）によるが、沖縄の軍政は米太平洋陸軍および極東軍の管

轄であり、組織実態としては、GHQ/SCAP と GHQ/FECOM は同じとはいえ、制度的には両者は区別

される。
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興にはさらに根本的・永久的な救済策が必要」として、「沖縄大学（仮称）」の創設を計画

し、地元紙に発表して広く募金活動を呼びかけた 6。1949 年春の開学を目指して総合大学

を創設する計画であった。同会顧問の玉代勢法雲や幹事の湧川らは、米軍当局をはじめ

多方面へ大学創設を働きかけた。後年、玉代勢が語ったところによれば、「［1949 年］五

月十五日沖縄に飛翔し、軍部当局と折衝したところ、軍部計画の琉球大学と更生会計画

の沖縄大学と同一であることを知り、今後の協力を約束して帰りました」7 という。玉代

勢の回想では、1949 年 5 月の時点で、ハワイの沖縄救済更生会は米軍政府による大学設

立計画の内容を知り、同会は米軍による「琉球」大学の創設計画を支援することを決めた

ことがわかる。

　さらに、沖縄に初めての高等教育機関である大学を設立しようという声は、ハワイの

動きに呼応して東京の沖縄人連盟に広がり、そして、沖縄各地にも広がることとなる。

特に、沖縄の高校生たちは全琉高等学校生徒会を組織し、沖縄の全地域で募金運動を展

開した 8。高校生の自主的な募金活動による大学設立運動は、他都道府県ではみられない

沖縄特有の特筆すべき運動であったといえるであろう。ハワイで最初に創設案が提示さ

れてスタートしたいわば草の根の大学設立運動 9 は、国内外へと大きく広がった。

　「琉球大学の設立は、人々の努力が結集されて実を結んだものというべきである」と、

米国民政府教育局長を務めたゴードン・ワーナーは自著『戦後の沖縄教育史』（日本文化

科学社、1972 年）の中で述べている。ワーナーによれば、「琉球住民のために高等教育の

場を作ろうという構想は、在琉米軍政府初期のころから議論されていた」といい、「大学

の新設計画を初めて正式に提案したのは、1947 年、当時の軍政府教育部長スチュワート

大佐であった。この計画は、沖縄の軍政長官代理の賛同を得て、最終的承認を求めるた

めに東京の極東軍総司令部に提出された」10 という。1948 年に「新任の軍政府民間情報教

育局長アーサー・E・ミード博士は、この大学新設計画にさらに検討を加え」、極東軍司

令部琉球局長に就任したジョン・ウエッカリング准将が、1948 年 9 月と 12 月に当時の

志喜屋孝信沖縄知事と会見し、准将の 2 度目の来島時に、准将、ミード教育局長、沖縄

民政府文教部長山城篤男らが、大学の建設予定地として首里城跡を見学した。翌月には、

「主として首里城が、長い間、政治、文化、教育の中心であったという理由で建設地に選

ばれ」11、大学敷地の整地作業が着工された。

　ワーナーの回想からは、救済更生会の活動とは別に米軍政府が大学設立を計画してい

たことがわかる。

　『国立大学法人琉球大学六十年誌』は、「琉球大学はアメリカ軍政府単独の計画により創

立されたものではない。その設立の背景には、高等教育を希求する沖縄側の熱気を帯び

6	『国立大学法人琉球大学六十年誌』（琉球大学開学 60 周年記念誌編集委員会編、2010 年）、16 頁、『琉大
風土記 開学 40 年の足跡』（沖縄タイムス社、1990 年）、7頁など参照。

7	 玉代勢法雲「ハワイにおける沖縄救済事業」（比嘉太郎編『移民は生きる』日米時報社、1974 年）。
8	 大きな節目である創立 50 周年の記念誌『琉球大学五十年史』（琉球大学開学 50 周年記念史編集専門委

員会編、2000 年）はもとより、前掲『国立大学法人琉球大学六十年誌』（18 頁）に至るまで、琉球大学

10 周年以降の 10 年毎の記念誌に特記されている。また、前掲『琉大風土記』などでも言及されている。
9	 同上『国立大学法人琉球大学六十年誌』、16 頁、および『琉大風土記』、7—8 頁など参照。
10	 前掲、ワーナー著『戦後の沖縄教育史』、71 頁。
11	 同上、ワーナー著、72 頁。



256

大浜　郁子

た設立運動やアメリカ軍政府への働きかけ、そして海外の沖縄系移民社会（ディアスポ

ラ）の環太平洋にまたがる設立運動があったことを理解しなければならない」と指摘して

いる。

　『琉球大学便覧』（1950 年）には、大学設置にあたっての決意ともいうべき「序文」が、

掲載されている。少々長い引用となるが、全文をみてみよう。

　本大学は、日本のものでもなく、米国のものでもない。これはその創立者たちが

勉学しようとする者の要望を充たし、且つ琉球諸島の人々の役に立つ学府に成長す

る様にと念じて創設されたものである。

　従来しばしば我々の学校に於ける教科や教科組合せは、進歩した教育組織の下で

追求されている目標を達成する様には出来ていないで、学ぶ者の特殊な環境や要求

を十分に考慮しないでただ一連の知識を知識そのもののために授けると云う風で

あった。

　私達は本大学が云わば文化的発電機となってそこから新しい力と新しい光が琉球

諸島のあらゆる村に流れて行く様にと大学の全部科を高度に実用的なものにならし

めたい。同時に又私達は首里を昔の様に琉球文化の中心地としたい。そうして新旧

文化を渾一融合すればそれは民族の誇と喜びとなり、この諸島のすべての家庭に福

祉をもたらすものとなるであろう。12

　この序文の「本学は、日本のものでもなく、米国のものでもない」という一文の解釈を

めぐっては、現在も議論が続いている 13。本稿では議論の詳細に立ち入ることはできない

が、議論を摘記するならば、この一文をめぐる議論は、その設立にあたって、琉球大学

という「文化装置」がいかなる目的のために設立されたのかという問題についての解釈の

12	 本稿では、資料引用に際し、原則として旧字を新字に、カタカナを平仮名に改め、適宜句読点を付し、
補足説明には［　］を使用した。

13	 前掲『琉大風土記』は、「この中には、米軍の占領政策が色濃くにじみ出て、日本的な教育をできるだ
け排除しよう、とする姿勢がうかがえる」としている。山里勝己は、自著『琉大物語　1947‒1972』（琉

球新報社、2010 年）で「「ジャパニーズ」や「アメリカン」という形容詞は、大学が「だれ／どこのもの

か」ということよりは、大学のありよう、つまり、新しい大学の学部・学科の構成やカリキュラムが、

日本の大学やアメリカの大学とは異なるものであるということを意味しているように思われる。つまり、

大学本館のデザインがハイブリッドなものであったように、琉大は琉球諸島のために新しく設計された

ユニークな大学であるという考えが、二つの形容詞に込められていると読めるのである」と述べている。

この解釈に対して田仲康博は、自著『風景の裂け目　沖縄、占領の今』（せりか書房、2010 年）の中で、

「しかし、当時の沖縄が置かれていた状況を考えると、この解釈にはいささか無理がある。引用文の最

後の文章を当時の社会的文脈において考えてみると、この文章には政治的意味合いを認めない山里の解

釈こそが、極めて政治的なものと言わざるを得ないだろう。……政治と文化を切り離し、それぞれを独

立した領域として対象化していては、文化政策の背景にあった占領者の意図を見失ってしまう。そもそ

も占領下の沖縄において大学の自治を願うことは、当初からおよそ叶わぬ夢であったと考えるべきだろ

う。琉球大学はその出自からしてすでに、占領下の教育機関としての役割を担わされていたからだ」と

し、この一文を「先に述べた分断政策の意図を明確に表現したものとみたほうが自然であろう」と指摘

し、「それは山里が述べるように、日本でもアメリカでもない方式に基づいた新しい制度の創造という

ことなどではない。むしろ琉球大学が、どちらにも属さない地点に宙吊りにされた教育機関として、さ

らに沖縄を宙づりにするための装置として、占領軍の目的に奉仕するために機能すべく初めから運命づ

けられていたことを意味するのである」と述べている。なお、山里が『琉大物語』で展開している解釈

には、小屋敷琢己からも批判が寄せられている（小屋敷「あとがきにかえて─琉大事件の普遍的意義」

（琉球大学教職員会・大学人九条の会沖縄編『琉大事件とは何だったのか』2010 年）所収）。
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相違であること、つまり、沖縄を日本から分離させるための「日本的なるもの」を排除す

るためのもの（そして、「日本的なるものの排除」＝「沖縄のアイデンティティの危機」

という形で沖縄のナショナリズムが日本のナショナリズムに重ね合わされた、あるいは、

仮託されたこと）としてとらえる立場と、逆に「日本でもアメリカでもない」沖縄の独自

性を涵養するものとして（その限りで「日本的なるもの」と沖縄の異質性を意識する）と

らえる立場との議論であることを指摘しておきたい。

　序文の内容に戻れば、私は「首里を昔の様に琉球文化の中心地としたい」という一文の

方も看過すべきではないと考える。沖縄の全地域（本島及び離島の全体）をあげて、米軍

統治下の教育要求の一環として、高等教育機関の創設を要求した運動の最終的な着地点

として、沖縄に初めて大学が設置された場所は、かつて琉球王国の中心であった首里城

跡であった 14。このことは、琉球王国時代へのノスタルジーを多分に含んだ用地決定とも

いえるが、琉球王国時代に、「島ちゃび」（離島苦）15 といわれ、琉球王府から「人頭税」と

いう苛酷な税制を布かれていた離島などの歴史的な背景を問うことなしに、琉球王国時

代を手放しで評価するわけにはいかないであろう。そのノスタルジーは、当時の米軍政

府による日本と琉球は異なるという政策、いわゆる「分離政策」を下支えする一端とも

なっていた可能性があることを、言い換えれば、米軍統治期における琉球回帰や琉球ナ

ショナリズムの傾斜への評価は、それがもつ政治的意味を考慮せずしては不可能である

ことを指摘しておきたい。

　ここで、米軍政府による「分離政策」について若干記述する必要があるであろう。琉球

大学が、「沖縄」大学ではなく、なぜ「琉球」大学という名称になったのか、という問題

と関係するからである。

　ハワイの救済更生会や沖縄民政府指導層などは、大学の名称は「沖縄大学」という前提

で動いていた。しかし、実際に決定された名称は「琉球大学」であった。米軍政府側は

「簡単に言えば、新しい大学は奄美大島を含む北緯 30 度以南の琉球列島のために設立す

るものであるから、「沖縄」 ではなく「琉球」 の大学にすべきだということ」であり、また、

「これは、軍政府側の担当者に言わせれば、地域に奉仕することを目的とするアメリカの

ランド・グラント大学の理念を反映するものでもあった」16。しかし、周知の通り、米軍政

府が「「琉球」 という言葉にこだわった背景は、当然のことながら、政治的、軍事的背景

があった」のであり、「日本と沖縄を切り離した状態に置こうとする、いわゆる「分離政

策」と呼ばれるものである。アメリカ側にとっては、大学の名称と沖縄の人々のアイデン

14	「戦後」台湾から引揚げ、琉球民政府芸術課長、軍政府情報部を歴任し、沖縄初のラジオ放送局開設に
取り組んでいた川平朝申によれば、「GHQ の琉球局長ウエッカリング准将が来島し、琉球大学の敷地

を視察した際、首里城跡はどうだろう！と言うことだった。私はその時、真っ先に賛成した」と語って

いる（『琉球大学創立 20 周年記念誌』琉球大学創立二十周年記念誌編集委員会編、1970 年）。
15	 1609 年以降、薩摩の支配下におかれた琉球王府は、薩摩からの収奪のために苦しみ、その収奪による

損失を補うために、宮古・八重山などの両先島地域に「人頭税」という苛酷な税制を布いて収奪を行っ

た。特に、両先島は、薩摩の収奪を受けた琉球王府からさらに収奪を受けた、という意味で「二重苦」

を強いられたといわれる。こうした例に代表されるように、沖縄本島と周辺離島との構造的な問題を含

めて、現在も沖縄では離島問題を「島ちゃび」（離島苦）という。
16	 前掲『国立大学法人琉球大学六十年誌』、21 頁。ちなみに、琉球大学の英語表記は、University of the 

Ryukyus と複数形である。沖縄のみならず、奄美を含んでいたためという。設立から奄美の「返還」ま

での期間、教職課程を中心とする大学教育を行うための琉球大学奄美分校が設置されていた。
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ティティは切り離せないものであった。沖縄人は日本の中の少数民族であるとするダグ

ラス・マッカーサー GHQ 司令官の沖縄人観に見るように、アイデンティティをめぐる

問題は沖縄占領政策の核心的なものの一つであった」17 といわれる。

　米軍政府と沖縄の人々および救済更生会やその他の沖縄の大学設置運動に携わった人

達の間には、沖縄に初めての高等教育機関である大学を創設するという点では利害は一

致したが、沖縄の人々および救済更生会やその他の沖縄の大学設置要求運動が、沖縄の

日本からの分離を望んでいたわけではないことは明白であり、米軍政府の大学設立目的

とは大きな隔たりがあったといえるだろう。

　琉球大学は、琉球列島米国軍政府本部指令第 22 号（1949 年 10 月 19 日付）により、米

軍政府情報教育部の所管とされていたが、1951 年 1 月 10 日に公布された琉球列島米国

民政府布令第 30 号「琉球大学基本法」によって、管理運営は、民政副長官の監督・承認

のもと、公法人琉球大学理事会が行うことが明記された。同布令第一条総論第三項には、

大学の目的が次のように記されている。

三 　目的　大学設立の主要なる目的は、男女学生に芸術、科学及びその他の専門職

業に関する高等教育を施すことにある。又大学は琉球列島の成人に占領軍の政策

に反せざる限り言論、集会、請願、宗教、出版の目的をふくむ民主国の自由を促

進し、一般情報教育を普及する 18。

　「占領軍の政策に反せざる限り」という限定付きの「民主国の自由」というのは、米軍

統治下の沖縄の立場を象徴する言葉としての「ネコとネズミの関係」19 を証明している。

「布令」によって、大学という高等教育機関の設立運営などが規定されていた当時の琉球

大学は、「布令大学」や「植民地大学」などと称された。このような状態は、1950 年から

1965 年までの 16 年間続いた。

2	 米軍統治下の「復帰運動」と琉球大学の「日本復帰」への模索
	 ─琉球政府立時代

　先にみたように、琉球大学の創立は、米国民政府布令によってなされ、米国民政府の

管轄下に置かれていた。対日講和条約の発効から、8 年目の 1960 年 4 月末、「沖縄県祖

国復帰協議会」（復帰協）が発足し、「われわれ沖縄は老若男女を問わず、政党党派の違い

17	 同上、23 頁。
18	「法令編」（『琉球大学四十年』琉球大学開学 40 周年記念誌編集専門委員会編、1990 年より転載）。
19	 1946 年 4 月に、任命知事のもとに発足した各群島の民政府は、沖縄の人々が求める自治権の確立とは

ほど遠いものであった。軍政府のワトキンソン少佐は「［沖縄の］現状はまだ戦争状態であり、沖縄住

民に自治はない。講和条約の締結までは米軍はネコで沖縄はネズミである。ネコの許す範囲しかネズミ

は遊べない。ネコとネズミは今は好い関係だが、ネコの考えが変わった場合は困る。ネコがネズミにと

びつかないようにする機構は、沖縄住民が運営しやすい戦前の機構が最も安全である」と、民政府の前

身の沖縄諮詢会で発言した。しかし、講和条約締結後も沖縄は「ネコとネズミの関係」から解放される

ことはなかった。
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をこえて、沖縄県復帰協議会に結集し、悲願実現の日まで祖国復帰を訴え続けることを

誓う」と結成宣言をした。沖縄における日本への「復帰」運動の背景には、度重なる米軍

人や軍属による事件や事故の被害、これらに対する鬱積した不満が爆発した「島ぐるみ

闘争」といわれる沖縄全地域あげての米軍統治への反対運動が背景にあった。

　そして、「悲惨な沖縄戦に続き、“無権利状態”ともいわれた異民族支配からの脱却。

復帰闘争は時代とともに紆余曲折を経ながら、一歩、一歩、七二年五月十五日の復帰へ

と突き進んだ。琉大の学生たちも、大学の自治を求め、復帰闘争という大きなうねりの

中に、身を置いた」20。琉大の学生運動は激しさを増していった。この運動とそれらに対

する大学当局の処分などについては、すでに研究蓄積があり、詳細はそちらに譲ること

にする。

　1958 年には、琉球政府立法院によって学校教育法（立法第 3 号）が制定されたが、琉

球大学はその対象とならなかったため、沖縄の人々にとっては、「布令大学」から「民立

法による大学」への変容が念願となっていた。1959 年 2 月、当時の安里積千代立法院議

長や社大党幹部が琉球大学を訪れ、学長や評議員と懇談した。この懇談会で、琉球大学

側は「1953 年から 1959 年までの 7 年間の琉大総経費の 69.7％が琉球政府からの支出で

まかなわれて」いたとし、「琉大は植民地大学でもなんでもなく純然たる琉球住民のため

の大学である」と述べて、「琉大で構想された政府立大学としての組織機構図を説明し

た」21 という。こうした経緯もあり、学内では、1960 年頃から幾度も大学のあり方が議論

された。

　1965 年 8 月 25 日に、琉球政府立法院で「琉球大学設置法」（立法第 102 号）および「琉

球大学管理法」（立法第 103 号）が制定され、翌年 7 月 1 日、琉球大学は、琉球政府に移

管され、琉球政府立大学となった。

　結果的に、「政府立大学」への移行をアメリカ側が認めたのは、「沖縄住民の 「自治権拡

大の要望」 や、アメリカ側の財政負担が軽減されるということが背景にあった」と、第 9

代学長金城秀三は指摘している 22。

　沖縄における「復帰」運動の全体と、琉球大学における「日本復帰」への模索について

は、大学当局の構想の検討とともに学生運動の動きも合わせて再検討することによって、

琉球大学の「日本復帰」の位置が明確になると考えている。

3	 琉球大学の「日本復帰」─国立大学への移管

　朝鮮戦争や台湾海峡危機によって、極東の軍事的緊張が高まるにつれて、沖縄の米軍

基地は最前線基地として機能強化がなされ、米軍兵士による事件や事故が頻発し、沖縄

住民の抵抗運動が激しさを増すようになった。1960 年には、沖縄県祖国復帰協議会（復

帰協）が結成された。1960 年代後半のベトナム戦争によって、沖縄が最前線基地化され、

20	 前掲『琉大風土記』、225 頁。
21	 前掲『国立大学法人琉球大学六十年誌』、33 頁。
22	 同上、33 頁。
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駐留米軍は急増し、これに伴って事件・事故も激増した。沖縄全域をあげての反米軍基

地運動の高まりや、国際環境の変化などを受けて、1965 年に来沖した当時の佐藤栄作首

相が「沖縄の本土復帰が実現しない限り、日本の戦後は終わったとは言えない」という

発言をし、沖縄の施政権の日本への返還を佐藤政権が解決すべき最大の課題として表明

したことに端を発する沖縄の施政権返還の過程で取り組まれた施策の一つが琉球大学の

「日本復帰」であった。

　琉球大学において、具体的に、国立大学への移管が準備されるのは 1967 年からであ

る。琉球大学では、同年 7 月、学長以下から構成される政策懇談会を設置して検討がな

された。同時期に、総理府総務長官の諮問機関である沖縄問題懇談会（大浜信泉座長）が

「琉球大学は、国立大学とし、同大学の教職員は日本政府の国家公務員とする。この場合

大学の管理運営は国立大学と同様とする」との答申を行っていた。この答申をうけて、日

本政府の基本施策の方向性が示唆されたといわれる。また、同年 10 月 15 日には、佐藤

首相とニクソン大統領が会談し、共同声明をうけて「琉球列島高等弁務官に対する諮問

委員会」が設置された。同委員会の設置目的は「施政権返還（本土復帰）に伴う摩擦を最

小限にし、沖縄住民の経済的及び社会的福祉を増進する措置を検討することにあったが、

琉球大学の国立移行も検討事項の一つであった」23。

　これ以降、琉球大学は評議会を経て「琉球大学基本構想委員会」を設置し、国立大学

移行に関する基本方針などを検討し、「琉球大学の基本構想について」を学長に答申し

た。これらの内容をもとに、琉球大学と当時の文部省との交渉がスタートした。文部省

からは、「大学設置基準」を満たすように、学部学科の編成や教員定数の増加などが求

められた。

　最終的に 1971 年 1 月には、琉球大学の各学部教授会及び評議会の決議にもとづいた事

項を文部省に要請し、「文部省は琉球大学の要請をほぼ受け入れたことになる」24。

　1967 年からスタートした移行準備は、1971 年 4 月まで約 4年をかけた作業であった。

　1972 年 5 月 15 日、沖縄の「日本復帰」に伴い、琉球大学は国立大学となった。琉球大

学の側は、1950 年の創立当初にさかのぼって、日本の学校教育法による大学と認定する

よう要望していたが、これは認められなかった。

　国立移行に伴う様々な変化の詳細は、ここでは提示できないが、影響が大きかったこ

との一つに、琉球大学の創立時の目的にもあった、ランド・グラント大学（Land-grant 
university）としての役割が「日本復帰」後は認められなかったことがあげられる。ラン

ド・グラント大学とは、1862 年のリンカーン大統領時代のアメリカに起源をもつ「地域

のニーズに応える「実用的な分野」を重視し、地域社会や大衆に開かれた高等教育を理念

として設立された大学」25 のことであり、まさにミシガン州立大学はその理念のもとに創

立された大学の一つであった。

　周知の通り、琉球大学には、ミシガン州立大学からの教授団が派遣され、さらに同大

からの提案や指導によってスタートした米国民政府や琉球政府による経済的援助や施設

23	 同上、35 頁。
24	『琉球大学三十年』第一法規、1981 年。
25	 前掲『国立大学法人琉球大学六十年誌』、22 頁。



261

琉球大学における「日本復帰」への道程

の提供などを受けて継続されてきた地域社会への教育普及事業があった。琉球大学の国

立大学への移管にともない、琉球大学の特色の一つである地域社会への教育普及事業は、

「日本の大学に無いシステムという事で廃止になった」26。「日本復帰」＝国立大学化は、「日

本にないもの」を否定するということであったが、「日本にないもの」には、「沖縄固有の

もの」が含まれていたともいえるのではないだろうか。ランド・グラント大学は、確かに

アメリカ起源ではあるが、すでに「復帰」の時点では「沖縄固有のもの」へと変容してい

た可能性はある（たとえば、沖縄の亜熱帯型農業技術や家庭生活改善の普及事業など）27。

財政的な困難は否定できないが、むしろ国立大学に移管せずに、県立大学として（国か

ら教育財政上の特別財政措置をつけて）、ランド・グラント大学的な特色を残すという方

策もあったはずである。

　地域社会への教育普及事業のプログラムは、国立大学法人化した現在の各国立大学で

は、生涯教育やエクステンション講座などとして、加速的に実施されてきていることな

どに鑑みると、国立移管以前の琉球大学の先駆的な取り組みについて、今、改めて検討

してみる必要はあるのではないだろうか。

結びにかえて
　

　他の国立大学とは異なる歴史をもつ琉球大学は、米軍統治下での大学当局の学生弾圧

（琉大事件）を論じたものなどはあるが、未だに大学自体を研究対象とする状況にはなっ

ていないといえる。このことは、未だ広大な米軍基地を抱えて、現実問題として、「軍事

植民地」状態から脱却できていない沖縄の問題と密接に関係しているだろう。しかし、本

稿で概観したように、「布令大学」或いは「植民地大学」時代から、琉球政府立大学時代

を経て、国立大学となった琉球大学そのものを研究対象として、現在の沖縄の置かれて

いる状況を照射することは可能であり、必要であると考える。沖縄の「日本復帰」に際

して、「琉球大学の基本構想」などで展開された議論や展望は、その後の国立大学移管後、

どのように変容したのか、変容した理由は何であったのか、こうした課題を現在、改め

て検討してみることは、国立大学から国立大学法人化して以降の現在の国立大学のあり

方や方向性を考える道筋の一つとなる可能性があると考えるからである。

　本稿で試みた琉球大学における「日本復帰」についての考察は、2012 年「復帰」40 周

年を迎えた沖縄にとって、これから将来にわたって、沖縄における「日本復帰」運動を、

26	 前掲『琉球大学三十年』、792 頁。
27	 琉球大学の国立移管時に廃止された制度には、教育普及事業だけではなく、一般教育制度もある。国

立移管前の琉球大学は、国立移管を想定した 1970 年の基本構想に基づいて、教養部に専属の教官を置

かず、一般教育科目の提供については、全教員で担当する制度をとっていた（アメリカのデパートメ

ント・カレッジ制に典型的な制度）。基本構想では、「研究と教育を組織的に分離して、機能的に統合す

る」という方針で、「当時としてはきわめて大胆なものであった」（島袋鉄男「琉球大学における一般教

育制度─アメリカ的教育理念と大学設置基準の狭間で」照屋善彦・山里勝己編『戦後沖縄とアメリカ─

異文化接触の五〇年』沖縄タイムス社、1995 年所収）。しかし、国立移管に際しては、大学設置基準に

照らして、教養部専属の教官を配置することとなった。その約 20 年後には、周知のとおり、大学改革

が急速に進められる中、全国の国立大学において教養部の解体も進められることとなったのである。
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大学という場から改めて捉えなおすことにもつながっている。

【付記】 　本稿は、国際日本文化研究センター主催の国際研究集会「帝国と高等教育─東アジアの文

脈から」（2012 年 2 月開催）における報告内容に、若干の加筆修正を行ったものである。

　 　また、本稿の内容に関連して、「琉球大学の 「日本復帰」への道」と題し、第 17 回琉球アジ

ア文化スタッフセミナー（2012 年 6 月 22 日 於琉球大学 50 周年記念会館）にて、研究報告を

行った。

 　なお、本稿の内容に、大幅な加筆、修正、補筆をした拙稿を共同研究の成果報告書（近

刊）に掲載予定である。同稿は、本稿（旧稿になる）への加筆、修正、補筆を施した上に、部

分的に論旨の変更も行っているため、本稿（旧稿）を参考なさる方は、その点に留意され、

ぜひ新稿と合わせて参考なさるようお願いしたい。

 　共同研究会「帝国と高等教育」を主宰なさった酒井哲哉先生、国際日本文化研究センター

の松田利彦先生には報告の機会をお与えいただき、また、国際研究集会へご参加の諸先生か

ら貴重なご助言をいただいたことをここに記して、心より感謝申し上げる。


